
*会計年度 ： R2
*団体区分 ： 連結
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 387,858,077,250 固定負債 131,001,632,907

有形固定資産 366,308,012,645 地方債等 94,725,673,196
事業用資産 72,091,134,706 長期未払金 0

土地 29,073,648,260 退職手当引当金 6,161,499,882
土地減損損失累計額 0 損失補償等引当金 0
立木竹 3,060,160,700 その他 30,114,459,829
立木竹減損損失累計額 0 流動負債 10,714,639,185
建物 100,793,769,165 1年内償還予定地方債等 8,816,974,361
建物減価償却累計額 △ 65,322,116,489 未払金 809,301,864
建物減損損失累計額 0 未払費用
工作物 10,109,663,525 前受金 909,940
工作物減価償却累計額 △ 5,856,389,444 前受収益 0
工作物減損損失累計額 0 賞与等引当金 653,762,690
船舶 0 預り金 337,797,442
船舶減価償却累計額 0 その他 95,892,888
船舶減損損失累計額 0 141,716,272,092
浮標等 0 【純資産の部】
浮標等減価償却累計額 0 固定資産等形成分 398,332,937,603
浮標等減損損失累計額 0 余剰分（不足分） △ 134,353,070,592
航空機 0 他団体出資等分 240,867,400
航空機減価償却累計額 0
航空機減損損失累計額 0
その他 124,842,713
その他減価償却累計額 △ 81,735,646
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 189,291,922

インフラ資産 286,599,404,135
土地 36,715,456,021
土地減損損失累計額 0
建物 2,083,859,098
建物減価償却累計額 △ 666,855,529
建物減損損失累計額 0
工作物 512,146,166,917
工作物減価償却累計額 △ 264,381,627,662
工作物減損損失累計額 0
その他 0
その他減価償却累計額 0
その他減損損失累計額 0
建設仮勘定 702,405,290

物品 17,597,611,525
物品減価償却累計額 △ 9,980,137,721
物品減損損失累計額 0

無形固定資産 2,453,605,411
ソフトウェア 1,884,598
その他 2,451,720,813

投資その他の資産 19,096,459,194
投資及び出資金 10,043,262,060

有価証券 1,496,195,681
出資金 8,448,713,281
その他 98,353,098

長期延滞債権 372,329,961
長期貸付金 1,153,704,572
基金 7,477,669,378

減債基金 0
その他 7,477,669,378

その他 91,585,426
徴収不能引当金 △ 42,092,203

流動資産 18,078,929,253
現金預金 6,479,468,073
未収金 672,293,926
短期貸付金 112,414,857
基金 10,647,044,658

財政調整基金 9,482,594,408
減債基金 1,164,450,250

棚卸資産 182,246,464
その他 18,513,306
徴収不能引当金 △ 33,052,031

繰延資産 0 264,220,734,411

405,937,006,503 405,937,006,503

連結貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計



*会計年度 ： R2
*団体区分 ： 連結
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

経常費用 91,568,734,381
業務費用 39,813,509,250

人件費 8,786,543,125
職員給与費 7,114,822,451
賞与等引当金繰入額 553,789,258
退職手当引当金繰入額 31,016,553
その他 1,086,914,863

物件費等 29,546,449,465
物件費 14,098,469,896
維持補修費 974,257,374
減価償却費 13,864,150,476
その他 609,571,719

その他の業務費用 1,480,516,660
支払利息 827,439,924
徴収不能引当金繰入額 49,471,461
その他 603,605,275

移転費用 51,755,225,131
補助金等 34,378,655,786
社会保障給付 17,342,778,676
他会計への繰出金 0
その他 33,790,669

経常収益 4,792,801,858
使用料及び手数料 3,262,048,940
その他 1,530,752,918

純経常行政コスト 86,775,932,523
臨時損失 142,372,590

災害復旧事業費 4,856,500
資産除売却損 137,516,090

損失補償等引当金繰入額 0
その他 0

臨時利益 172,077,184
資産売却益 171,993,140
その他 84,044

純行政コスト 86,746,227,929

連結行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額



*会計年度 ： R2
*団体区分 ： 連結
*出力金額単位 ： 円

（単位：円）

前年度末純資産残高 275,504,175,224 415,129,555,389 △ 139,857,335,374 231,955,209

純行政コスト（△） △ 86,746,227,929 △ 86,746,227,929 -

財源 83,139,085,025 83,139,085,025 -

税収等 45,297,120,917 45,297,120,917 -

国県等補助金 37,841,964,108 37,841,964,108 -

本年度差額 △ 3,607,142,904 △ 3,607,142,904 -

固定資産等の変動（内部変動） - -

有形固定資産等の増加 - -

有形固定資産等の減少 - -

貸付金・基金等の増加 - -

貸付金・基金等の減少 - -

資産評価差額 124,971

無償所管換等 1,062,122,320

他団体出資等分の増加 0

他団体出資等分の減少 0

比例連結割合変更に伴う差額 △ 7,421,306,800

その他 △ 1,317,238,400

本年度純資産変動額 △ 11,283,440,813 △ 16,796,617,786 5,504,264,782 8,912,191

本年度末純資産残高 264,220,734,411 398,332,937,603 △ 134,353,070,592 240,867,400

連結純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分



注記 

 

１ 重要な会計方針 

 

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

※平成 27年度までは総務省方式改訂モデル（決算統計における普通建設事業費（取

得原価）の累計額を基礎として算定）、平成 28 年度以後は統一的な基準に基づい

て評価しています。 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価 

 

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的有価証券・・・・・・償却原価法（定額法） 

② 満期保有目的以外の有価証券 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・会計年度末における市場価格 

                （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・取得原価 

③ 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・会計年度末における市場価格 

                （売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・出資金額 

 

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

① 原材料、商品等・・・・・・・・・原価法 

 

（４）有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   14年～50年 

工作物   8年～75年 

物品    2年～15年 

ただし、一部の連結対象団体については定率法によっています。 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・定額法 

ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によ



っています。 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内の

リース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が 300万円以下のファイナン

ス・リース取引を除きます。） 

   ・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

（５）引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについ

て、実質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上し

ています。 

② 徴収不能引当金 

未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上して

います。 

長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計

上しています。 

長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により徴収不能見込額を計上

しています。 

③ 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額

から既に職員に対し退職手当として支給された額の総額を控除した額に、組合にお

ける積立金額の運用益のうち当市へ按分される額を加算した額を控除した額を加算

して計上しています。 

④ 賞与等引当金 

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

（６）リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア. 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及び

リース総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ. ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

（７）連結資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の



受払いを含んでいます。 

 

（８）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。 

ただし、一部の連結対象団体については、税込方式によっています。 

 

（９）その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品の計上基準 

物品については、取得金額又は見積金額が 50 万円以上の場合に資産として計上し

ています。 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

固定資産の修理、改良等のために支出した金額のうち、当該固定資産の価値を高め、

またはその耐久性を増すこととなると認められる部分に対応する金額を資本的支出、

通常の維持管理のため、またはき損した固定資産につきその現状を回復するために

要したと認められる部分の金額を修繕費として処理しています。 

 

２ 重要な会計方針の変更等 

  重要な会計方針の変更等はありません。 

 

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

 

４ 偶発債務 

（１）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているものは次のとおりです。 

① 令和 2年（ワ）第 51号損害賠償等請求訴訟事件 300万円 

原告が盛岡地方裁判所花巻支部に訴訟を提起し、令和 2年 9月 30日訴状送達 

 

５ 追加情報 

（１）連結財務書類の対象範囲は次のとおりです。 

 

団体（会計）名 区分 連結の方法 連結割合 

一般会計等 一般会計 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

国民健康保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

後期高齢者医療特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

介護保険特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

公設地方卸売市場事業特別会計 地方公営事業会計 全部連結 － 

岩手県市町村総合事務組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 （※①） 

岩手中部広域行政組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 25.11％ 

北上地区広域行政組合 一部事務組合・広域連合 比例連結 50.14％ 



岩手県後期高齢者医療広域連合 一部事務組合・広域連合 比例連結 7.92％ 

岩手中部水道企業団 一部事務組合・広域連合 比例連結 33.10％ 

(株)とうわ地域資源開発公社 第三セクター等 全部連結 － 

(株)東和町総合サービス公社 第三セクター等 全部連結 － 

(一財)花巻市体育協会 第三セクター等 全部連結 － 

(株)エーデルワイン 第三セクター等 全部連結 － 

(株)土澤まちづくり会社 第三セクター等 比例連結 50.00％ 

(一社)花巻地域農業管理センター 第三セクター等 比例連結 49.97％ 

(株)石鳥谷観光物産 第三セクター等 比例連結 47.50％ 

(公財)花巻国際交流協会 第三セクター等 比例連結 33.33％ 

花巻市清掃(株) 第三セクター等 比例連結 31.03％ 

 

連結の方法は次のとおりです。 

① 一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象

としています。ただし、岩手県市町村総合事務組合の連結にあたっては、組合から

提示された一般負担金額による按分（一部の費目については、一般負担金額による

按分ではなく、実態に即した合理的な方法により按分）後の金額により計上してい

ます。 

② 第三セクター等は、出資割合等が 50％を超える団体は、全部連結の対象としていま

す。また、いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第三セクタ

ー等については、出資割合等や活動実績等に応じて、比例連結の対象としています。

ただし、出資割合が 25％未満であって、損失補償を付している等の重要性がない場

合は、比例連結の対象としていない場合があります。 

 

（２）地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、

出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計

数としています。 

 

 


